
 

 

独 役員退職金に係る業績 

勘

 

 

 独立行政法人国

下のとおりとする

 

   理 事 藤

 

 

 

 （決定の方法

「内閣府所管独

月２３日内閣府独

 

  （決定の理由

 平成１９年１１

 業績勘案率（算

法人から説明を受

判断し、業績勘案
立行政法人国民生活センター
案率（案）について 

平成１９年１１月２９日 

内閣府独立行政法人評価委員会 

 

民生活センターの退職役員に関する業績勘案率（案）については、以

。 

 村  勝  業績勘案率は、１．０とする。 

） 

立行政法人の役員退職金に係る業績勘案率について」（平成１７年８

立行政法人評価委員会決定）に基づき決定 

） 

月２９日開催の国民生活センター分科会において審議 

定方法は別紙）１．０を基本とし、退職した役員の業績等について、

け審議したところ、基準業績勘案率を変更すべき特段の事情はないと

率（案）を「１．０」にすることに決定した。 
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（別紙） 

藤村 勝前理事の基準業績勘案率の算定 

 

１．業績勘案率の算定期間 平成１６年 １月 １日～平成１９年 ３月３１日 

（役職在職期間 平成１５年１０月 １日～平成１９年 ３月３１日） 

 

２．算定方法 

   「内閣府所管独立行政法人の役員退職金に係る業績勘案率について」２．（１）に基

づき、退職した役員が在職した各事業年度毎に基準値を設定し、各事業年度毎の在職

月数に応じて加重平均した値（小数点第２位以下は四捨五入）を基準業績勘案率とし

た。 

 

（１）各事業年度の基準値 （職責にかかる項目数により算定） 

  ①平成１５年度（Ⅴ） 

       Ａ＋   Ａ    Ｂ    Ｃ    Ｄ 

（０×５ + １６×４ + ０×３ + ０×２ + ０×１）／１６ = ４．０ 

Ｖ ＝ １．０ 

  ②平成１６年度（Ｗ） 

       Ａ＋   Ａ    Ｂ    Ｃ    Ｄ 

（０×５ + １５×４ + ２×３ + ０×２ + ０×１）／１７ = ３．９ 

Ｗ ＝ １．０ 

  ③平成１７年度（Ｘ） 

       Ａ＋   Ａ    Ｂ    Ｃ    Ｄ 

（０×５ + １８×４ + ０×３ + ０×２ + ０×１）／１８ = ４．０  

Ｘ ＝ １．０ 

  ④平成１８年度（Ｙ） 

       Ａ＋   Ａ    Ｂ    Ｃ    Ｄ 

（０×５ + １９×４ + １×３ + ０×２ + ０×１）／２０ = ４．０  

Ｙ ＝ １．０ 

  ⑤平成１９年度（Ｚ） 

（役員が在職した期間の法人の業務実績の状況、前年度の業務実績との比較 

などにより分科会において決定）       

Ｚ ＝ １．０ 

（２）基準業績勘案率の算定 

  （Ｖ×3月 +Ｗ ×12 月+ Ｘ×12 月+ Ｙ×12 月+ Ｚ×6月）／45 月 ＝ 基準業績勘案率 

  （1.0×3 月+1.0×12 月+1.0×12 月+1.0×12 月+1.0×6 月）／45 月 ＝ １．０ 
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年度

評価

Ａ+ 0 0 0 0

Ａ 16 15 18 19

Ｂ 0 2 0 1

Ｃ 0 0 0 0

Ｄ 0 0 0 0

項目数計 16 17 18 20

藤村前理事所掌項目の各年度における評価結果

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度
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藤村前理事所掌項目の評価結果 １５年度

評価項目（平成１５年度） 藤村理事

２．国民に対して提供するサービス  その他の業務の質の向上に関する目標を達成するため
とるべき措置

③消費者団体、事業者団体、ＮＰＯ等との情報交換
・消費者フォーラムを開催し、参加者から５段階評価で４以上の満足度の評価を得る。

Ａ

（５）研修
①研修
・地方公共団体の職員を対象とする研修を年度内（半年間）に３コース実施する。

Ａ

・地方公共団体等の消費生活相談員を対象とする研修を年度内（半年間）に６コース（地方
都市開催１コース）実施する。

Ａ

・生活大学移動セミナー（地方都市開催）を年度内（半年間）に５コース実施する。 Ａ

・企業の消費者対応部門の職員等を対象とする研修を年度内（半年間）２コース実施する。 Ａ

・小学校、中学校、高等学校の教員を対象とした研修を年度内（半年間）に１コース実施す
る。

Ａ

・消費者活動リーダーを対象とした研修を年度内（半年間）に１コース実施する。 Ａ

・研修コース毎に受講者に対するアンケート調査を実施し、その結果を研修内容等の充実に
活用するとともに、受講者から５段階評価で平均４以上の満足度の評価を得る。

Ａ

②消費生活専門相談員資格の審査及び認定
・消費生活専門相談員の能力・資質の向上等を図るための資格認定試験について、各地の地
理的条件に配慮した人材供給を確保していくという観点から、全国１８ヶ所で実施する。

Ａ

（６）商品テスト
①原因究明テスト
・テスト技術向上のための研鑚を図り、テスト期間の短縮を行う。

Ａ

・テスト実施件数は、年度内（半年間）で２３件以上とする。 Ａ

・全国商品テスト企画ブロック会議及び商品テスト技術評価研究会を実施し、全国のテスト
担当技術者の技術の向上と効率化を図るとともに、原因究明に必要なテスト方法等の技術相
談に対して助言などを行う。

Ａ

②問題提起型テスト
・テスト実施件数は、年度内（半年間）で６件以上とする。

Ａ

・テスト結果を、報道機関、ホームページ、テレビ番組、「たしかな目」、「国民生活」な
どを通じて迅速に情報提供する。

Ａ

・テストの課題設定及び成果については、商品テスト分析・評価委員会の評価を受け、その
結果を業務に反映させる。

Ａ

（７）調査研究
・実施予定の調査研究課題について、外部有識者の意見を聴取するとともに、年度内（半年
間）に終了した調査研究について、外部有識者による評価を実施する。

７．その他内閣府令で定める業務運営に関する事項

（２）人事に関する計画
①方針
業務運営の効率化により、常勤職員の増加抑制に努める。

②人員に係る指標
期末の常勤職員は、期首の１２６人と同じとする。

Ａ
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藤村前理事所掌項目の評価結果 １６年度

評価項目（平成１６年度） 藤村理事
２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと
るべき措置

③消費者団体、事業者団体、ＮＰＯ等との情報交換
・消費者フォーラムを開催し、参加者から５段階評価で４以上の満足度の評価を得るよう実
施する。

Ａ

（５）研修
①研修
・地方公共団体の職員を対象とする研修を４コース実施する。

Ａ

・地方公共団体等の消費生活相談員を対象とする研修を34コース（地方都市開催18コース）
実施する。 Ａ

・生活大学移動セミナー（地方都市開催）を11コース実施する。 Ａ
・企業の消費者対応部門の職員等を対象とする研修を３コース実施する。 Ａ
・消費者活動リーダーを対象とした研修を１コース実施する。 Ｂ
・相模原市と共催で公開講座を１コース実施する。 Ａ
・学生及び小学校、中学校、高等学校の教員を対象とした研修を２コース実施する。 Ａ
・研修コース毎に受講者に対するアンケート調査を実施し、その結果を研修内容等の充実に
活用するとともに、受講者から５段階評価で平均４以上の満足度の評価を得る。 Ａ

②消費生活専門相談員資格の審査及び認定
・消費生活専門相談員の能力・資質の向上等を図るための資格認定試験について、各地の地
理的条件に配慮した人材供給を確保していくという観点から、全国１８ヶ所以上で実施す
る。

Ｂ

（６）商品テスト
①原因究明テスト
・テスト技術向上のための研鑚を図り、テスト期間の短縮を行う。

Ａ

・テスト実施件数は、年度内で４５件以上とする。 Ａ
・全国商品テスト企画ブロック会議及び商品テスト技術評価研究会を実施し、全国のテスト
担当技術者の技術の向上と効率化を図るとともに、原因究明に必要なテスト方法等の技術相
談に対して助言などを行う。

Ａ

②問題提起型テスト
・テスト実施件数は、年度内で１２件以上とする。 Ａ

・テスト結果を、報道機関、ホームページ、テレビ番組、「たしかな目」「国民生活」など
を通じて迅速に情報提供する。 Ａ

・テストの課題設定及び成果については、商品テスト分析・評価委員会の評価を受け、その
結果を業務に反映させる。 Ａ

７．その他内閣府令で定める業務運営に関する事項

（２）人事に関する計画
①方針業務運営の効率化により、常勤職員の増加抑制に努める。

②人員に係る指標期末の常勤職員は、期首の１２６人以内とする。
Ａ
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藤村前理事所掌項目の評価結果 １７年度

評価項目（平成１７年度） 藤村理事

１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

一般管理費については、経費の効率的な執行に努める。業務経費については、国民に対して
提供するサービスその他の質の向上の目的を達成するため、有効かつ効率的な執行に努め
る２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと
るべき措置

③消費者団体、事業者団体、ＮＰＯ等との情報交換

・消費者フォーラムを開催し、参加者から５段階評価で４以上の満足度の評価を得るよう実
施する
（５）研修

①研修

・地方公共団体の職員を対象とする研修を４コース実施する。

・地方公共団体等の消費生活相談員を対象とする研修を３１コース（地方都市開催１８コー
ス）実施する。 Ａ

・生活大学移動セミナー（地方都市開催）を１０コース実施する。 Ａ
・企業の消費者対応部門の職員等を対象とする研修を４コース実施する。 Ａ
・消費者活動リーダーを対象とした研修を１コース実施する。 Ａ
・相模原市と共催で公開講座を１コース実施する。 Ａ
・学生及び小学校、中学校、高等学校の教員を対象とした研修を２コース実施する。 Ａ
・研修コース毎に受講者に対するアンケート調査を実施し、その結果を研修内容等の充実に
活用するとともに、受講者から５段階評価で平均４以上の満足度の評価を得る。 Ａ

②消費生活専門相談員資格の審査及び認定

・消費生活専門相談員の能力・資質の向上等を図るための資格認定試験について、各地の地
理的条件に配慮した人材供給を確保していくという観点から、全国１５ヶ所以上で実施す
る。
（６）商品テスト

①原因究明テスト

・テスト技術向上のための研鑚を図り、テスト期間の短縮を行う。

・テスト実施件数は、年度内で４５件以上とする。 Ａ
・全国商品テスト企画ブロック会議及び商品テスト技術評価研究会を実施し、全国のテスト
担当技術者の技術の向上と効率化を図るとともに、原因究明に必要なテスト方法等の技術相
談に対して助言などを行う。

Ａ

②問題提起型テスト

・テスト実施件数は、年度内で１２件以上とする。

・テスト結果を、報道機関、ホームページ、テレビ番組、「たしかな目」、「国民生活」な
どを通じて迅速に情報提供する。 Ａ

・テストの課題設定及び成果については、商品テスト分析・評価委員会の評価を受け、その
結果を業務に反映させる。 Ａ

７．その他内閣府令で定める業務運営に関する事項

（２）人事に関する計画

①方針

業務運営の効率化により、常勤職員の増加抑制に努める。

②人員に係る指標

期末の常勤職員は、期首の１２４人以内とする。
Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ
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藤村前理事所掌項目の評価結果 １８年度

評価項目（平成１８年度） 藤村理事

１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

一般管理費については、経費の効率的な執行に努める。また、「行政改革の重要方針（平成
17年12月24日閣議決定）」を踏まえた人件費削減（退職金、福利厚生費及び今後の人事院勧
告を踏まえた給与改善分は除く。）を行うとともに、国家公務員の給与構造改革を踏まえた
役職員の給与の見直しに取り組む。
業務経費については、国民に対して提供するサービスその他の質の向上の目的を達成するた
め、有効かつ効率的な執行に努める。

Ａ

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと
るべき措置

（４）関係機関への情報提供

③消費者団体、事業者団体、ＮＰＯ等との情報交換

・消費者フォーラムを開催し、参加者から5段階評価で4以上の満足度の評価を得るよう実施
する。

（５）研修

①研修

・地方公共団体の職員及び消費生活相談員を対象とする研修を5コース実施する。

・地方公共団体等の消費生活相談員を対象とする研修を29コース（地方都市開催14コース）
実施する。 Ａ

・地方公共団体で消費生活相談業務に従事している行政職員および消費生活相談員を対象と
する生活大学移動セミナー（地方都市開催）を11コース実施する。 Ａ

・企業の消費者対応部門の職員等を対象とする研修を4コース実施する。 Ａ
・学生及び小学校、中学校、高等学校の教員を対象とした研修を2コース実施する。 Ａ
・地域における消費者活動推進者（消費者活動に関心のある消費者及び行政職員、消費生活
相談員等）を対象とした研修を1コース実施する。 Ａ

・相模原市と共催で、一般市民、一般消費者、行政職員、消費生活相談員等を対象とした公
開講座を1コース実施する。 Ａ

・研修コース毎に受講者に対するアンケート調査を実施し、その結果を研修内容等の充実に
活用するとともに、受講者から5段階評価で平均4以上の満足度の評価を得る。 Ａ

②消費生活専門相談員資格の審査及び認定

・消費生活専門相談員の能力・資質の向上等を図るための資格認定試験について、各地の地
理的条件に配慮した人材供給を確保していくという観点から、全国15ヶ所以上で実施する。

（６）商品テスト

①原因究明テスト

・テスト技術向上のための研鑚を図り、テスト期間の短縮を行う。

・テスト実施件数は、年度内で45件以上とする。 Ａ
・全国商品テスト企画ブロック会議及び商品テスト技術評価研究会を実施し、全国のテスト
担当技術者の技術の向上と効率化を図るとともに、原因究明に必要なテスト方法等の技術相
談に対して助言などを行う。

Ａ

②問題提起型テスト

・テスト実施件数は、年度内で12件以上とする。

・テスト結果を、報道機関、ホームページ、テレビ番組、「たしかな目」、「国民生活」な
どを通じて迅速に情報提供する。 Ａ

・テストの課題設定及び成果については、商品テスト分析・評価委員会の評価を受け、その
結果を業務に反映させる。 Ａ

７．その他内閣府令で定める業務運営に関する事項
（２）人事に関する計画

①方針

・業務運営の効率化により、常勤職員の増加抑制に努める。

・業績手当制度の本格運用を開始する。 Ａ
②人員に係る指標

期末の常勤職員は、123人以内とする。

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ
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藤村前理事の業績について 

 

１． 就任及び退任日 

・平成１５年１０月１日に独立行政法人国民生活センター理事就任 

・平成１９年９月３０日に退任 

 

２． 在職期間 

４年 

 

３． 職務 

 独立行政法人国民生活センター（以下「センター」という。）総務企画部（人事・

福利厚生等）、商品テスト部、教育研修部（平成 19 年 5 月まで）及び相談調査部（平

成 19 年 6 月から）を所掌。 

 

４． 主たる業務 

藤村前理事は、センターの総務企画部、商品テスト部及び教育研修部を所掌する職

にあたって、理事長のリーダーシップの下、各業務の円滑な遂行のために事務処理の

効率化及び合理化に努め、長く職員として在職した豊富な経験から所掌事務における

積極的な指揮を通じ、理事長を的確に補佐し、中期計画に基づく年度計画を着実に遂

行して次に挙げる業績を上げた。 

 

○総務企画業務 

中期計画に基づく年度計画の着実な遂行を図るため、人事配置を適切に行い業務運

営の効率化により、常勤職員の増加抑制に努めるとともに、当該計画で課せられた業

務経費及び一般管理費の削減及び行政改革の重要方針（平成 17 年 12 月 24 日閣議決

定）において示された人件費の削減についても達成の道筋をつけ、効率的運営に寄与

した。 

その過程で、平成 17 年 8 月の人事院勧告において国家公務員に対して示された給与

構造改革をセンターにも取り入れ、俸給の引き下げ、昇給抑制、勤務成績を反映した

給与制度の導入等を実施し、これらを通じて人件費の抑制を行った。 

また、役職員給与を業務の成績を反映するかたちに改めた。具体的には、役員につ

いては内閣府独立行政法人評価委員会の評価結果を反映し、職員について目標管理制

度を導入し、業務の達成度に応じて支給する業績手当を創設した。 

 

○商品テスト業務 

原因究明テストにおける技術向上のための研鑚を図り、テスト期間の短縮を行なっ
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たほか、全国の消費生活センターに所属する商品テスト担当技術者の技術の向上と効

率化を図るとともに、原因究明に必要なテスト方法等の技術相談に対して助言等を行

なった。その他、消費生活センターからの依頼に基づく原因究明テストの実施により、

相談処理が解決したほか、製品の構造や表示などの改善により、事故等による消費者

被害の再発・拡大防止が図られた。 

また、問題提起型テストでは、テストの課題設定及び成果について商品テスト分

析・評価委員会の評価を受け、その結果を迅速に情報提供するとともに、製品に問題

があれば行政・業界に規格・基準の改訂や製品の改善を要望した。その結果、規格・

基準の見直しや景品表示法違反による排除命令などの法律による行政措置がされた。 

 

○教育研修業務 

研修業務では、行政職員、相談員、企業、消費者、教員等消費者問題にかかわる関

係者に対する総合的・体系的な研修事業の実施を指揮して、いずれの講座においても

受講者・派遣元から高い評価を得た。研修コース毎に受講者に対するアンケート調査

を実施し、その結果を講座に反映して研修内容の充実・強化をはかった。また、受講

者からの5段階評価では、平均4以上の満足度の評価を達成し、年度計画を達成した。 

また、消費生活専門相談員資格の審査及び認定を行い消費者苦情処理体制の維持・

向上に尽力した。資格認定試験は、各地の地理的条件に配慮した人材供給を確保する

観点から全国各地で実施して年度計画を達成した。また、「消費生活専門相談員資格

認定制度」について資格更新要件・方法等について一部改定を行い、平成 20 年度か

らの実施に向けて推進した。 

 

 



 

 

 

平成１９年度における独立行政法人国民生活センター 

役員退職金に係る業績勘案率（案）の基準値について 

 

 

平成１９年１１月２９日 

内閣府独立行政法人評価委員会 

国民生活センター分科会長  山 本  豊 

 

 

 

 平成１９年度における独立行政法人国民生活センターの退職役員に関する業績勘案

率（案）の基準値については、以下のとおりとする。 

 

 

  理事 藤 村  勝 平成１９年度における業績勘案率の基準値は、１．０とする。 

 

 

 

 （決定の方法） 

「内閣府所管独立行政法人の役員退職金に係る業績勘案率について」（平成１７年８

月２３日内閣府独立行政法人評価委員会決定）に基づき決定 

 

  （決定の理由） 

 平成１９年１１月２９日開催の国民生活センター分科会において審議 

 平成１９年度における当該役員が在職した法人の業務の状況は、平成１９年度計画に

沿って順調に行われており、前年度の業務実績等を総合的に勘案して決定 
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藤村前理事所掌項目の評価結果（9月30日まで） 平成１９年度

評価項目（平成１9年度（仮）） 藤村理事
１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置
（１）一般管理費については、経費の効率的な執行に努める。また、「行政改革の重
要方針（平成１７年１２月２４日閣議決定）」を踏まえた人件費削減（退職金、福利
厚生費及び今後の人事院勧告を踏まえた給与改善分は除く。）を行うとともに、国家
公務員の給与構造改革を踏まえた役職員の給与の見直しに取り組む。

Ａ

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す
るためとるべき措置
・「消費生活相談データベース」について、１週間に１回以上のデータ更新を実施す Ａ
・「消費者トラブルメール箱」に寄せられた情報について、年度内に４回、収集結果
やトラブルの概要を公表する。

Ａ

（２）国民への情報提供
①報道機関等を通じた情報提供
・ＰＩＯ－ＮＥＴの情報やセンターが処理した苦情相談を分析し、その結果を年度内
に２０テーマ以上提供する。また、これらの被害の未然防止や拡大防止の観点から必
要がある場合には、関係事業者（団体）及び関係行政機関への要望及び情報提供を行
（３）苦情相談
①苦情相談
・消費生活専門相談員、弁護士、専門技術者等を配置して専門的相談の充実を図り、
消費者被害の複雑多様化、国民生活に関連する新たな法律の制定等に適切に対応しつ
つ、懇切、迅速かつ公正に、あっせん等による苦情相談処理を行う。
・個人情報の保護に関する法律の制定や同法第７条に基づく基本方針を踏まえ、苦情
相談対応を積極的に行う。

Ａ

③地方センターの苦情相談処理への支援
・経由相談の充実や、消費生活相談緊急情報、製品事故情報の発行などにより、地方
センターの苦情相談処理への支援を通じて、その中核的機関としての役割を適切に果
・年度内においては、全相談（個人情報保護に関するものを除く）件数に占める経由
相談（個人情報保護に関するものを除く）の比率が５０％以上とする。

Ａ

④消費者苦情処理専門委員会
・都道府県の苦情処理委員会や地方センター等の苦情処理の推進に資するため、小委
員会の更なる活用など委員会運営の創意工夫に努め、年度内に４件以上の情報提供を
⑤苦情処理・紛争解決に関する総合的窓口機能の整備
・引き続きホームページのＡＤＲ機関情報専用コーナーの内容充実を図る。
②行政機関等との情報交流
・行政機関からのＰＩＯ－ＮＥＴ情報に関する情報提供依頼に積極的に対応する。
・法令に基づく裁判所、警察、弁護士会からの照会について、ＰＩＯ－ＮＥＴ情報や
相談処理を行う中で把握した情報を活用して対応する。

Ａ

・消費者契約法に基づく適格消費者団体からの照会への対応を開始する。 Ａ
③消費者団体、事業者団体、ＮＰＯ等との情報交換
・消費者フォーラムを開催し、参加者から５段階評価で４以上の満足度の評価を得る
よう実施する。
（５）研修
①研修
・地方公共団体の職員及び消費生活相談員を対象とする研修を６コース実施する
・地方公共団体等の消費生活相談員を対象とする研修を１３コース実施する。 Ａ
・地方公共団体で消費生活相談業務に従事している行政職員および消費生活相談員を
対象とする消費生活相談員移動セミナー（地方都市開催）を２６コース実施する。

Ａ

・企業の消費者対応部門の職員等を対象とする研修を４コース実施する。 Ａ
・学生及び小学校、中学校、高等学校の教員を対象とした研修を２コース実施する。 Ａ
・地域における消費者活動推進者（消費者活動に関心のある消費者及び行政職員、消
費生活相談員等）を対象とした研修を１コース実施する。

Ａ

・相模原市と共催で、一般市民、一般消費者、行政職員、消費生活相談員等を対象と
した公開講座を１コース実施する。

Ａ

・研修コース毎に受講者に対するアンケート調査を実施し、その結果を研修内容等の
充実に活用するとともに、受講者から５段階評価で平均４以上の満足度の評価を得

Ａ

②消費生活専門相談員資格の審査及び認定
・消費生活専門相談員の能力・資質の向上等を図るための資格認定試験について、各
地の地理的条件に配慮した人材供給を確保していくという観点から、全国１５ヶ所以
上で実施する。
（６）商品テスト
①原因究明テスト
・テスト技術向上のための研鑚を図り、テスト期間の短縮を行う。
・テスト実施件数は、年度内で４５件以上とする。 Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ
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藤村前理事所掌項目の評価結果（9月30日まで） 平成１９年度

評価項目（平成１9年度（仮）） 藤村理事
・全国商品テスト企画ブロック会議及び商品テスト技術評価研究会を実施し、全国の
テスト担当技術者の技術の向上と効率化を図るとともに、原因究明に必要なテスト方
法等の技術相談に対して助言などを行う。

Ａ

②問題提起型テスト
・テスト実施件数は、年度内で１２件以上とする。
・テスト結果を、報道機関、ホームページ、テレビ番組、「たしかな目」、「国民生
活」などを通じて迅速に情報提供する。

Ａ

・テストの課題設定及び成果については、商品テスト分析・評価委員会の評価を受
け、その結果を業務に反映させる。

Ａ

（７）調査研究
・国民生活の動向、消費生活に関する諸問題の中から消費生活に重大な影響を及ぼす
問題について、ＰＩＯ－ＮＥＴなどセンターの収集した情報などを用いて調査研究を
・終了した調査研究や実施予定の調査研究課題について、外部有識者による評価を実
施する。

Ａ

７．その他内閣府令で定める業務運営に関する事項
（２）人事に関する計画
①方針
業務運営の効率化により、常勤職員の増加抑制に努める。
②人員に係る指標
期末の常勤職員は、１２０人以内とする。

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ
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平成１９年４月１日～９月３０日における藤村前理事の業績について 

 

 総務企画部（人事・福利厚生）、商品テスト部、教育研修部及び相談調査部を所掌

し、担当業務を積極的に推進した。 

 

○総務企画業務（4 月 1 日～9月 30 日） 

 年度計画の着実な遂行を図るため尽力し、引き続き役職員の給与構造改革を推進し、

次期中期計画に向けての人事管理計画に取り組んだ。 

 

○商品テスト業務（4月 1日～9月 30 日） 

原因究明テスト技術向上のための研鑚を図り、テスト期間の短縮に取り組み、全国

の消費生活センターの苦情相談解決の支援に取り組んだほか、製品による死亡等の重

大な事故の再発防止のために「こんにゃく入りゼリー」等のテスト結果を迅速な公表

により、注意喚起を行うとともに業界が子供及び高齢者には不適な食品である旨の警

告表示により事故防止を図ることとなった。 

 

○教育研修業務（4 月 1 日～5月 31 日） 

平成 19 年 4 月多重債務者対策本部決定の「多重債務問題改善プログラム」を踏ま

えて、多重債務問題の解決の講座を取り入れるなど、年度計画に基づく研修コースを

着実な実施と併せて、喫緊の課題についても取り組んだ。 

また、「消費生活専門相談員資格認定制度」について資格更新要件・方法等につい

て一部改定を行い、課題となっていた消費生活専門相談員資格認定者の資格更新要

件・方法等の策定を指揮した。 

 

○相談調査業務（6 月 1 日～9月 30 日） 

  苦情相談において専門的相談の充実を図り、地方センターの苦情相談処理の支援に

尽力したほか、個人情報データベースの安定的な運用に努めた。 

  また、消費者被害の拡大防止、未然防止のため、怪しい「出資」による被害につい

て、「民事訴訟通告書」で架空請求の被害について、等の情報提供を指揮した。 

  さらに、危害情報室から出される製品関連事故に係る情報提供にも注力し、浴槽用

浮き輪で乳幼児の溺死について、こんにゃく入りゼリーの事故（死亡事故２件発生）

について、等の情報提供を指揮した。 
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